
課題④災害対応情報支援ツールキットの拡充と強化

▶H29年度は被災現場の情報をダイレクトに収集し
共通状況図に集約する”災対ツールキット”を開発

▶災害情報ハブが発足させる“官民チーム”の標準装
備として機能強化が必要

▶発災時の通信障害下でも稼働し続けるロバストな
耐災害ネットワーク機能の強化が必要

▶災害対応現場における”官民チーム”の情報入力・編集
作業の生産性を向上させるユーザーインタフェースを開発,
訓練等において内閣府総合防災情報システム等との連
携も視野に入れた有効性を実証

▶ICTユニットとの連携により，通信途絶拠点や移動体に
おいても処理を継続できる応急通信機能を実装

現状と課題 達成目標

災対ツールキット
サーバ

官民チーム
情報支援PC

政府対策本部
支援PC

情報収集端末

災対本部
支援機能

COPDiSUT
支援機能

ICTユニット

災害情報ハブ
標準形式

実動機関
支援PC

COP

COP

・・・

内閣府

経産省

厚労省

農水省

総務省

環境省

都道府県

市区町村

SIP防災
①～⑦

民間

文科省

・・・

国交省

防衛省

指定公共機関

総合防災情報ｼｽﾃﾑ

EMIS
H-CRISIS

ため池防災ｼｽﾃﾑ

DiMAPS

COP

COP

COP

COP

COP

COP
A省システム B省システム

Y協会システム

共通状況図
COP

COP

COP

COP

X機関システム

COP

COP

COP

n 平成29年度に開発した災対ツールキットをベースに，災害情報ハブ官民チームの活動を支
援するユーザーインタフェースを拡充するとともに，ICTユニット(SIP防災課題6)との連携
を実装して通信途絶拠点や移動体等との応急通信に対応できる耐災害機能を強化する.
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救命処置

身体所見

検査所見

画像所見

患者情報
患者の識別・搬送管理

肋骨骨折
血気胸

骨盤骨折
挫滅症候群

硬膜外血腫
気道熱傷

FiO2 1.0下の
人工呼吸で
SpO2 85%

要止血治療
輸液1.0ℓ後、
利尿なし

GCS 13以下
瞳孔不同
片麻痺

航空搬送不可 航空搬送可 航空搬送可

搬送先医療機関の決定

航空機による搬送 ヘリによる搬
送

車両による搬送

SpO2 95%
未満

２ 受入医療機関までの搬送（経路選択・時間）

緊急度A
８時間以内

患
者
搬
送
カ
ル
テ
の
電
子
化

人
工
知
能
に
よ
る
最
適
化
支
援

４ 医療機関の設備（人工透析、熱傷治療ユニット
等）

３ 病態に対応できる診療科

１ 病態に対応できる搬送手段

５ 受け入れ病床数

EM
IS情
報

府
省
庁
情
報

災
害
時
広
域
搬
送
適
応
基
準

胸部外科 整形外科 脳 外科

高度救命 高度救命

医療搬送カルテの電子化により,重傷患者の搬送先医療機
関の確定までの処理時間を約50倍まで高速化可能
・・・課題は、搬送車両の不足,平時における情報把握

緊急度A
８時間以内

重傷患者-搬送先医療機関マッチング

通信途絶条件下における災害時保健医療活動
支援システムのストレステストの実施

課題④広域医療搬送能力の向上：重傷者情報の共有と利活用
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重傷者発生予測

課題④保健医療活動におけるSIP4Dの利活用

重傷者搬入予測

発災直後より
① 重傷者の搬入予測
② 医療機関被害予測
③ 重傷者搬出数予測

DMAT派遣先予測

発災後８時間以内に
① DMAT派遣先を予測
② 最大派遣数を予測
③ 到着時間を予測

重傷者の発生予測と
地域リスクの視覚化

人工知能を用いた
DMATの最適配置

人工知能による
重傷者の搬送支援

震度速報

重傷者搬送先予測
発災後24時間以内に
① 受入医療機関予測
② 搬送手段を探索
③ 予測到着時間を提示
④ 最短経路を提示

災害時保健医療活動支援システム（HCRISIS）

災害時広域医療情報システム（EMIS)

API

5SIP「レジリエントな防災・減災機能の強化」課題④ 2014,2015,2016,2017

府省庁連携防災
情報共有システム
（SIP4D)

• 震度情報
• 道路啓開情報
• 施設倒壊情報

国・自治体・民間
データベース

• 市町村人口
• ２次医療圏情報
• 避難所情報

API

n SIP4Dで配信される情報を利用し，厚労省EMIS・HCRISISを使って重傷者搬入予測・
DMAT派遣先予測を行い，災害時保健医療の最適化を実現．
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・滞留人口
・建物モデル
・増幅率

K-NET
KiK-net

リアルタイム被害推定

情報提供

被害情報

WMS配信
気象庁
自治体

地震動分布

震度曝露人口

人的被害

観
測
デ
ー
タ

建物被害

観測情報

WEB画面

基
礎
デ
ー
タ

被害情報を数値データ
として提供

熊本地震を踏まえた改良
被害関数改良

＋

熊本地震での実証

民間企業
自治体
研究機関

ハザード・リスク
実験コンソーシアム

民間企業等における利活用を促進

課題⑤全国対象のリアルタイム被害推定機能の本稼働

発災後10分で被害推定情報を提供する
全国網羅のリアルタイム地震被害推定システムが本稼働

（機能利用）

府省庁連携
防災情報共有システム

府省庁

訓練用模擬データの作成と提供

n リアルタイム被害推定システムが本稼働（全国を対象に被害推定の自動化に成功）．
→SIP4Dを通じて，府省庁へ提供

n 実験コンソーシアムで民間企業等への試験配信と，訓練用模擬データの作成と提供.

訓練名（場所） 実施日 参加機関

南西レスキュー29 H29.６.20̃21 西部方面総監部・九州7県・関係省庁等
高知県高幡地区 H28.1.29/8.22/8.28/H29.7.10 高知県・高幡広域市町村事務組合

全国概観版：250mメッシュ(600万メッシュ分割）

訓練用模擬データ
の作成・提供実績
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火山ガス多成分組成観測装置 火山灰自動採取・可搬型分析装置

新燃岳における火山ガス・火山灰観測装置
の配置

n 定期的に火山ガスの測定、火山灰の洗浄・画像撮影を行い，観測データを自動送信す
る装置を開発（「二酸化硫黄観測装置」「火山ガス多成分組成観測装置」，「火山灰
自動採取・可搬型分析装置」）.

n 10/11に噴火警戒レベル3（入山規制）となった新燃岳噴火に対応し，装置を設置し観
測開始（11月）.

Ø 気象庁や火山噴火予知連絡会が実施する火山活動の評価のための参考情報となる定点
継続観測したデータの迅速提供を開始.

課題⑤火山モニタリング技術の新燃岳噴火適用
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